
一橋大学・大学院経済学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６１３

基盤研究(B)（一般）

2017～2015

ミクロ計量分析に基づく地域のイノベーション支援制度の評価と設計

Evaluation and design of local innovation support systems using 
micro-econometrics

４０２５１７３０研究者番号：

岡室　博之（Okamuro, Hiroyuki）

研究期間：

１５Ｈ０３３４２

平成 年 月 日現在３０   ６   ５

円    13,600,000

研究成果の概要（和文）：　本研究は、日本の地方自治体のイノベーション支援（研究開発助成）に注目し、自
治体と地域企業への独自のアンケート調査のデータを用いて、１）どのような地域のどのような自治体が研究開
発助成を行うのか、また政策設計の違いが何に依るのか、２）市・都道府県・国による研究開発助成は地域企業
の生産性を高めるかを、計量的に検証した。１）については自治体側の制約条件（供給要因）と地域企業の潜在
的な政策ニーズ（需要要因）の効果が明らかになった。２）については、市と県、市と国の助成の生産性への相
乗効果を確認した。

研究成果の概要（英文）：　We addressed innovation support policy (R&D subsidy) by local authorities 
in Japan and econometrically investigated, using original survey data for both local authorities and
 local firms, 1) the determinants of implementation and design of local R&D subsidy and 2) the 
effects of R&D subsidy by city, prefecture, and the central government on the recipients’ 
productivity. We found that supply-side factors (local authority’s conditions) affect program 
implementation, while demand-side factors (potential needs of local firms) affect program design. 
Moreover, we confirmed positive effect of multilevel subsidy on recipients’ productivity. 

研究分野： 産業組織論、イノベーション研究
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 近年、地域イノベーションシステムへの研
究関心が高まり、その中核を成す産学官連携
や知識・技術のスピルオーバー効果について、
特に欧米諸国で実証研究が蓄積されている。
日本でも、「地方創生」政策開始以来、地域
活性化の一環として、都道府県や市町村によ
る独自の政策が登場し、イノベーション支援
政策の中で地方自治体が果たす役割が重要
になりつつある。しかし、イノベーション支
援に関するこれまでの研究は、海外の動向を
含めて、国レベルの政策の分析と特定地域の
政策の事例研究に集中している。地域経済の
活性化とイノベーションの促進のためにも、
イノベーション研究・政策評価分析のさらな
る発展のためにも、ミクロ計量分析のエビデ
ンスに基づく地域のイノベーション支援政
策・制度の適切な評価と設計が重要な課題と
なっている。 
 
２．研究の目的 
 本研究は地域（地方自治体レベル）のイノ
ベーション支援政策（研究開発助成事業）に
注目し、１）どのような地域のどのような自
治体がそのような政策を行うのか、また、政
策設計の違いが何に起因するか、２）地域レ
ベルの政策は地域企業のイノベーションに
どのような効果を持つか、また、市・県・国
のように異なる行政レベルから支援に相乗
効果はあるか、を明らかにする。それによっ
て、政策決定における内生バイアスを確認す
るとともに、地方自治体レベルの政策の効果
を定量的に検証し、望ましい政策の設計につ
いてミクロ経済学的視点から考察する。 
 
３．研究の方法 
 本研究を進めるにあたり、まず、関連する
先行研究を改めて確認・検討するとともに、
中小企業庁委託事業「ミラサポ」や日本の全
都道府県・市区のウェブサイトをチェックし、
地方自治体による地域企業への独自の研究
開発助成制度・事業に関する情報を広く収集
し、整理した。次に、そのように収集された
（1 件あたり助成上限金額 100 万円以上の）
助成事業 294 件の担当者に対して、2015 年度
中にウェブアンケート調査を実施し、85％に
あたる 247 事業について回答を得た。調査回
答データの記述統計から、地方自治体による
研究開発助成への取り組みの多様性と行政
レベル（都道府県と市区）による違いが明ら
かになった。 
 市区の中で、2015 年度において独自の研究
開発助成制度を持つものは比較的少ない（約
6分の１）。そこで、全国の約 800 の市区を対
象にして、どのような市区において地域企業
への研究開発助成が実施されるのか（実施確
率）を、地域レベルの変数を用いたプロビッ
ト分析によって推定した。ここで、我々は助
成事業実施の需要要因（地域企業等の助成ニ
ーズと潜在的な連携相手の所在）と供給要因

（自治体の財政事情や政策実施能力）に注目
し、特に供給要因が重要であるという予想を
立ててそれを検証した。 
 制度の設計を考えるためには、研究開発助
成の実施の有無だけでなく、助成政策の内容
（政策デザイン）に関する分析も重要である。
そこで次に、2015 年度に独自の研究開発助成
事業を実施した自治体（市区）のみを対象に、
助成の条件（期間、補助率、人件費に支出で
きるか否か、県や国の助成を同時に受給でき
るか）の要因を、上記の需要要因と供給要因
について分析した（プロビット分析）。 
 最後に、我々は無作為に選ばれた全国の製
造業中小企業 1万 2千社を対象として独自の
アンケート調査を実施し（約千社が回答）、
回答データを（株）帝国データバンクの企業
財務データとマッチングした。2004 年度から
の 14 年間、約 500 社のパネルデータを作成
し（観測数約 3500）、国・都道府県・市町村
からの研究開発助成が回答企業の全要素生
産性（TFP）に与える影響について、内生性
を考慮した固定効果分析を行った。 
 
４．研究成果 
 自治体アンケート調査の結果から、地方自
治体による研究開発助成への取り組みの多
様性と行政レベル（都道府県と市区）による
違いが明らかになった。これらの記述統計と、
市区レベルの研究開発助成の実施要因に関
する初期的な分析の成果は、研究代表者と研
究分担者が国内外の学会で報告し、国内専門
学会の査読付き学会誌に掲載された。さらに
分析を進め、助成事業の実施が自治体側の供
給要因（財政基盤と政策実施能力）に依存す
る一方、実施された助成事業の内容（条件）
が供給要因でなく地域の政策需要要因（地域
企業の政策ニーズの代理変数として、ハイテ
ク企業のシェアや連携相手となる大企業の
数など）に影響されることを検証した。これ
らの成果は複数の国際学会で報告され、高い
評価を得て、イノベーション研究における海
外のトップジャーナルに投稿・審査中である。 
 企業レベルのアンケート調査データに基
づくミクロ計量分析では、第一段階で生産関
数モデルにより各企業の毎年の全要素生産
性（TFP）を推定し、第二段階で、推定され
た生産性を、各企業の固有の要因の影響を除
外した上で、公的助成受給の有無等の企業別
要因に回帰した。分析結果は、公的助成の成
果を中長期的に（助成終了後 3年間、ないし
それ以上）観察した場合、都道府県からの研
究開発助成が生産性に正の有意な効果を持
つこと、また市の助成を同時に受けることで
県や国からの助成の生産性効果が有意に高
まることを示している。この研究成果は 2018
年 9月に東京で開催される国際会議で発表さ
れる予定であり、現在、報告論文をまとめて
いるところである。 
 また、本研究の調査結果を踏まえ、日本の
イノベーション支援政策の変化とその特徴



を multilevel policy mix の視点から議論す
る英語論文を、英国の研究者（エディンバラ
大学の北川文美氏）との共同研究の成果とし
てまとめ、地域研究の国際学会報告を経て地
域研究のトップジャーナルに投稿し、改訂・
再審査中である。さらに、本研究との関連で
ドイツの公的研究機関（マンハイムの ZEW）
の研究者との共同研究を開始し、ドイツのバ
イオクラスター企業に対する調査を準備し
ている。このように、本研究のテーマと成果
は、国際的にも注目を集めている。これまで
地域レベルのイノベーション支援政策につ
いての調査研究が世界的に見ても少なく、ま
た日本の政策方針が中央集権型から集権的
な地方分権化に移行していることから、本研
究の成果は今後も国内外で注目されると期
待される。 
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